
1992 年の地球サミットで気候変動

問題が議論されたとき、初めて危険な

気候変動を回避するのに必要な国際法

を制定する一歩を踏み出した。それか

ら17年たったのに、世界は不安に包ま

れ、交渉は遅々として進まない。コペ

ンハーゲンは正念場を迎えている。国

家と生態系の不安定化を回避し、小島

嶼国を守る最後のチャンス、新しい国

際協調の精神に基づいて人類がよりよ

い人生を生きるための経済改革を促す

機会でもあるのだ。首脳たちは人生最

大のチャンスを生かせるだろうか？ 

両肩に将来世代の重みを感じているだ

ろうか？ 世界の目が見つめている。

首脳たちは、低炭素な発展の促進者か

気候変動の加害者のどちらになりたい

だろう？もう逃げ隠れはできない。公

平で、野心的で、法的拘束力のある新

しい合意しか選択肢はない。革新的な

提案を交渉のテーブルに乗せ、議論を

再熱させることは可能だ。以下に、議

論すべき主要な論点をあげる。 

・先進国全体の排出量削減目標を

2020年までに90年比40％削減する 

・途上国の適応および削減目標達成

のために資金援助を約束する。 

・2つの法的拘束力のある成果を出す。 

首脳たちよ、全ての国家が存在する

権利を有している。気温上昇を2度未

満にするには、排出量のピークを2013

～2017年の約束期間に迎え、2050年ま

でに世界の排出量を80％削減しなけ

ればならない。また、適応と開発援助

の追加的な資金源が必要だ。そして、

途上国はミレニアム開発目標と低炭素

経済を促進するための両立が必要だ。

先週、人々はシンプルなメッセージを

出した「先導するか、そうでないなら

ば国へ帰りなさい」と。主要な国に対

して具体的な行動を進言させてほしい。 

米国－10年の空白による逆行も理解

できるが、2020年までに90年比18％

削減するという国内における緩和の選

択肢は簡単に達成できる研究がある。

野心をより高めるべきだ。 

ドイツ―仲間たちの心の壁を破ること

で、21世紀で最も重要な挑戦に立ち向

かえる。2度未満という約束も資金的

なギャップを埋めることができる。 

日本－2020 年までの削減目標を 25％

に引き上げた後に、なりゆきシナリオ

に戻ることは許さない。真剣な長期資

金援助の約束も求められる。 
 首脳たちよ、あなたたちの不安は理

解できるが、真の世界合意だけが世界

から打撃と苦悩をなくせるのだ。 
eco は、協働の精神に基づいて、世界

を主導するあなたがたの叡智と勇気に

期待している。 （eco抄訳12/16） 

 
合意を目指して今こそ歩み寄りを！ 

 今週から始まったインフォーマルな

閣僚級会合は、その進め方や会合の透

明性などに疑問の声が上がり無駄に時

間を費やしたり、開かれてもそれほど

の進展が見られなかったりと、議長国

の思惑通りに進んでいない。 
 1 週目から続けられてきた条約
AWG 及び議定書 AWG の議題ごとの
交渉も、夜を徹してドラフティング作

業を行ってきたものの、（まるで）ほと

んど進展できないまま、作業を終える

べき火曜日を迎えることになった。 
 議定書AWGの方は、ほぼ変化のな
い文書をもって会合を終えることを決

めた。条約AWGの方は、夜9時半に
始まると掲示された会合が翌午前4時
になってようやくスタート。議長によ

るAWGの報告に関して、先進国が「緩
和」の箇所に不満を示し、その扱いを

めぐって非公式な協議が長引いた。最

終的に終わったのは朝 7時頃だった。 
 そして水曜日は、2つの AWGの成
果をそれぞれ COP（条約締約国会
議）・CMP（議定書締約国会議）に報
告した。1 週間強の時間をかけて、結
果的にほとんど進展が見られなかった

ことは失望を禁じ得ない。 
これらの報告を受けた議長は、議長

ペーパーを程なく作成すると発表した。

これが、いよいよ今回の「コペンハー

ゲン合意」の姿が見える！と、関心が

高まっているが、予定された時間を過

ぎてもまだ動きがない。こうした状況

のままで首脳級を迎えることになった

のは、相当懸念すべき事態だ。合意は

危機的だという空気も生まれつつある。

これまで歩み寄りが見られず、文書も

世界の首脳の皆様、ようこそ！ 
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進展せず、残された論点も多い。そし

て各国はまだ自国の主張を繰り返す立

場を乗り越えていない。 
 しかし、足踏みしている時間はもう

ない。これから先は柔軟性を持って、

合意を取り付けるために各国が歩み寄

ることだ。小沢環境大臣をはじめ、福

山外務副大臣、増子経産副大臣がそろ

った。明日には鳩山首相も到着だ。さ

あ、今こそ、世界のむずかしい合意へ

向け、リーダーシップを発揮する時だ。 
 合意に向かって論点は、先進国の削

減目標、米国の同等の削減義務、主要

途上国の削減行動、そして、途上国を

支援する資金だろう。日本は、長期的

な資金に関して、手遅れになる前に、

もう一段踏み出した提案をするべきだ。 
 
◆デンマーク首相へ議長を引き継ぎ 

 全体会の最後で、コニー・ヘテゴー

が議長を辞任し、ラスムーセン首相が

引き継ぐことが発表された。突然のこ

とでやや驚きもしたが、明日には100
カ国以上の首脳が参加するところで、

議長もトップに差し替えた形だ。政治

のレベルがぐんと上がっている。 
 
閣僚級の開会セレモニー 

歴史的演説で開会 

15日午後7時（現地時間）、130ヶ国を
超える世界の国のリーダーたちを迎えて、

COP15 閣僚級会合のオープニングセレ
モニーが行われた。ラスムーセン・デン

マーク首相、潘基文国連事務総長、コニ

ー・ヘデゴーCOP15議長、イボ・デ・ボ
ア条約事務局長、英国チャールズ皇太子、

ワンガリ・マータイ2004年ノーベル平和
賞受賞者の演説が予定された会場は政府

代表団であふれていた。すべてのスピー

チでは共通して、気候変動問題は世界の

政治のトップ課題であることを想起させ

るものであった。COP15の成功はまさに
世界の首脳たちの責任である。 
ラスムーセン首相は開会の挨拶で、科

学の政治への要請は明らか、技術によっ

て変えることができる、世界の人々は変

えることを求めている、将来世代はわれ

われを審判するだろうと述べ、ここで、

先例のない政治的決定を求めた。 
潘基文事務総長は、気候変動は私たち

の時代の挑戦の中核だ。貧困をなくし、

経済を高め、平和を守ることはみな、気

候変動への挑戦と共通する。先進国から

途上国に、今すぐの資金とともに長期の

資金が必要だと、ここでの合意に求めら

れる要素を指摘した。 
ヘデゴー議長の演説は危機感にあふれ

ていた。このままでは失敗に終わるかも

知れない。しかし、まだ間に合う。世界

中で何百万という人々が合意を求め、案

じつつ結果を待っている。気候変動の解

決にとどまらず、現代のさまざまな問題

の解決に役立つ国際的な制度の構築をみ

なさん自身の手でと、議長として、各国

のリーダーたちに責任ある判断を求めた。 
チャールズ皇太子は、我々は今、重大

な局面にあり、だからこそ立ち向かう機

会にいる。閉ざされた未来のドアをここ

で開けることを呼びかけた。 
1 時間ほどのセレモニーは世界の責任
ある」リーダーたちに、「そうだ。私たち

はここで、必ずや歴史に評価される合意

を生み出さなければいけない」との決意

を胸に刻んだに違いない。 
 

ケリー上院議員 

アメリカの貢献を約束 

16日、ケリー上院議員が特別スピーチ
を行った。ケリー上院議員は2004年の大
統領選候補者であり、今、上院にかかっ

ている、国内排出量取引制度を中核とす

る包括的な温暖化対策法案であるクリー

ンエネルギージョブ・米国パワー法案の

共同提案者である。しかも米国は、その

削減目標、途上国への支援などの課題で

コペンハーゲン合意の命運を握っている。 
米国では同様の法案が既に下院を通過

している。全米商業会議所などの抵抗勢

力も強いが、2050年80％削減に向けた長
期的な立法措置の最後の一歩というとこ

ろにある。ケリー議員は「オバマ政権は

米国は科学の要請を受け入れ、誕生後10
ヶ月の間にブッシュ政権時代の怠慢を回

復する仕事をしてきた」ことを強調し、

この法案の来年早期の成立を示唆した。

ブッシュ政権時代にも、過半の州では義

務参加の排出量取引制度を導入している。 
また、ケリー議員は途上国への資金支

援の重要性を強調した。特に世界の20％
を排出する米国は避けて通れないこと、

コペンハーゲン合意の鍵を握るのは資金

問題であるとし、「いざ、行動する時」。

ケリー議員の演説に、コペン合意に明る

い兆しを見た参加者は多かっただろう。 
 

市民参加はどこへ？ 
環境政策における意思決定への市民参

加や透明性を確保することを定めたオー

フス条約が生まれた国デンマーク。しか

し、今回のCOP15では、市民参加や情報
の透明性において、非常に大きな問題が

起こっている。 
まずは、会議場への NGO 参加者の入
場制限だ。会議場となっているベラセン

ターは消防法による収容人数が15,000人。
そこに、その4倍の60,000人が世界中か
ら参加登録を行うという状況となってい

るらしい。会場で ID カードをもらうた
めに7から10時間も外で寒空の下待ち続
けたにもかかわらず、収容人数を超えて

しまったために、中に入れず帰らざるを

えない人が。それを2日連続で経験する
という事態も。 
入場制限を設けることが明らかとな

ったのは会議開催後のことである。わ

ざわざデンマークまで来て、寒空の下

数時間も待ったのに会場にすら入れな

かった人も多数いる。そのためにかか

ったお金やそれによって排出された

CO2を考えると、デンマーク政府も条
約事務局ももっと早い段階で参加人数

について制限を設けるべきである。 
また、閣僚級、首脳級が行われる今週

火曜日からはさらに NGO の入場制限が
かかっている。火・水には7000人、木に
は1000人。そして、最終日は500人にま
で絞られる。 
気候行動ネットワーク（CAN）に参加
する団体500団体を考えると、最終日は
1団体に1人も参加できないことになる。
これでは、NGOを通じた市民の参加が十
分に確保されない。これまでできるだけ

情報の透明性を確保し、NGOの参加を重
視してきた気候変動の交渉プロセスの一

番重要な会議でこのような事態が起こる

のは非常に残念だ。 


